
 

 

 
平成 24 年度 横浜市一般会計補正予算（第８号） 

建築局関係部分の概要 
 
１ 住宅費に係る補正及び繰越明許費補正 

 

（１）増額補正        14 億 3,324 万５千円 （10 款 2 項 1 目、10 款 2 項 2 目） 
     

   経済・市民生活対策として、国が実施する地域経済活性化・雇用創出臨時交付金の 

創設に伴い増額補正を実施します。                 
（単位：千円） 

 

ア 補正内容 

・市営住宅計画修繕・入退去等業務委託費  

外壁塗装 ３住宅：南戸塚住宅、谷津坂住宅、西原グリーンハイツ 

屋上防水 ２住宅：谷津坂住宅、ひかりが丘住宅 

・市営住宅整備事業 

耐震改修 ５住宅：さかえ住宅、岩井町住宅、瀬戸橋住宅、瀬ケ崎住宅、六浦住宅 

 

（２）減額補正             △ 3 億 1,652 万９千円 （10 款 2 項 2 目） 

 

  耐震改修工事において、詳細な建物調査や工法検討を進め、既存建物の耐震性能に 

適した補強工法としたことにより事業費に不用が見込まれるため、減額補正します。     
（単位：千円）  

対象 ５住宅：小菅が谷第二住宅、本郷住宅、野庭住宅、塩場住宅、南三双住宅 

参考：（１）増額補正 ＋（２）減額補正                         （単位：千円） 

款項目 予算額 補正額 補正後 

10 款 建築費 22,029,665 1,433,245 23,462,910

 

2 項  住宅費 11,037,697 1,433,245 12,470,942

 

1 目 市営住宅管理費のうち 

市営住宅計画修繕・入退去等業務委託費
1,245,975 930,453 2,176,428

2 目 市営住宅整備費のうち 

市営住宅整備事業 
1,735,416 502,792 1,921,679

款項目 予算額 補正額 補正後 

10 款 建築費 22,029,665 △316,529 21,713,136

 

2 項  住宅費 11,037,697 △316,529 10,721,168

 
2 目  

市営住宅整備費 
1,735,416 △316,529 1,418,887
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（３）補正後の財源内訳（10 款２項 住宅費）             （単位：千円） 

 

 

（４）繰越明許費補正 

 

ア 概要及び補正理由 
本増額補正である、市営住宅計画修繕・入退去業務等委託費及び市営住宅整備

事業において、24 年度内の工事等の完了が困難となるため、繰越明許費を設定し

ます。 
 
イ 設定額 

10 款建築費 ２項住宅費 １目市営住宅管理費          （単位：千円） 

 金  額 

市営住宅計画修繕・入退去業務等委託費 931,000  

 

10 款建築費 ２項住宅費 ２目市営住宅整備費          （単位：千円） 

 金  額 

市営住宅整備事業 503,000  

 
 
 

款項目 予算額 補正額 補正後     節  金 額 

10 款 建築費 22,029,665 1,116,716 23,146,381  

 

2 項  住宅費 11,037,697 1,116,716 12,154,413  

 

1 目 市営住宅管理費 6,971,845 930,453 7,902,298
13 委託料 838,618

15 工事請負費 91,835

2 目 市営住宅整備費 1,735,416 186,263 1,921,679
15 工事請負費 181,763

19 負担金補助及

び交付金 
4,500

 
住宅費 

財源内訳 
国庫補助金 市債 その他 一般財源 

予算額 11,037,697 1,681,412 689,000 12,387,235 △3,719,950

補正額 1,116,716 470,523 △53,000 0 699,193

補正後 12,154,413 2,151,935 636,000 12,387,235 △3,020,757



 

 

２ 人件費に係る減額補正 

給与等改定に伴う減少額等を補正します。   △ 5,141 万 8 千円（10 款１項１目） 

（単位：千円） 

 
 
 
 
 
３ 公共建築物長寿命化対策費に係る財源更正 

24 年度に実施した工事の実績から、市債対象工事額が増額したことに伴い、 

起債充当率が変更されたため財源を更正します。  
     

10 款建築費 １項建築指導費 ３目公共建築物長寿命化対策費         （単位：千円） 

 予 算 額 
財 源 内 訳 

国県支出金 市 債 その他 一般財源 

予算額 3,221,200  － 1,738,000  － 1,483,200

補正額 － － 31,000   － △31,000

補正後 3,221,200  － 1,769,000  － 1,452,200

 

 

款項目 予算額 補正額 補正後 節 金額 

10 款 建築費 22,029,665 △51,418 21,978,247  

 

１項 建築指導費 10,991,968 △51,418 10,940,550
 

 
１目 建築行政 

   総務費 
7,502,674 △51,418 7,451,256

３ 職員手当等 

 (1) 扶養手当 

 (2) 地域手当 

(11) 期末勤勉手当 

△ 2,362 

△   508

△  61

 △ 1,793

４ 共済費 

 (2) 共済組合負担金 

△49,056 

△49,056


